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I  事業の状況 

令和 6 年度の事業状況について以下に報告する。 

１． 公益目的事業 

１） 研究助成事業（幼少年期の子どもの心身の調和のとれた発達の研究に対する

助成を行う事業） 

本年度当初の予算総枠 500 万円。 

  応募件数は 25 件。選考委員会の審査に基づき、次の 8 件を選抜して研究助成を 

行った。但し受賞者のうち申請金額が 49.0 万円のものが 1 名いたため、 

399.0 万円となった。 

①小笠原 悠人（国際医療福祉大学大学院 医療福祉学研究科）

「運動不器用な神経発達症児における日常生活に即した二重課題を用いた遂行能

力評価－運動・身体・認知能力との関連性の解明と運動療法を通した支援に向 

けて－」 

②尾野 有起良（名古屋大学大学院 情報学研究科）

「前言語期幼児における規範違反者の集団属性に基づいた選択的な社会的評価」

③岸本 励季（九州大学大学院 人間環境学研究院）

「構成員の多様性および均質性が集団の意見の信頼度に及ぼす影響の実験的検

討：成人と子どもの比較研究」 

④後藤 日奈子（玉川大学大学院 脳科学研究科）

「先制攻撃を生み出す認知・生理学的メカニズムと発達的変化」

⑤鈴木 修斗（北海道大学大学院教育学院 博士後期課程）

「学級におけるいじめの規範意識の醸成は深刻ないじめを防止できるか－子ども

のいじめ認識に依拠した介入プログラムの限界－」 

⑥西尾 祐美子（幾央大学教育学部）

「批判的思考態度は，第一子の乳児を育児中の親の心理的適応に影響を及ぼすか？

－育児に関するインターネットの適応的な利用に向けて－」 

⑦西村 由貴子（広島大学大学院 人間社会科学研究科）

「思春期の子どもを持つ保護者に適用できるペアレント・トレーニングの開発に向

けた基礎的研究ー国内大規模二次データを用いた検討ｰ」 

⑧矢内 貴憲（京都大学大学院医学研究科）

「大規模データベースを用いた自閉スペクトラム症の発症リスク因子の解明」

なおこれらの研究の中間報告は、紀要「発達研究」39 巻に発表する。 

また最終報告は、紀要「発達研究」40 巻に発表するとともに、オンライン形式で報



告を行う予定である。 

２）成果発信事業

①最終報告 12 報、中間報告 10 報を掲載した紀要「発達研究」第 38 巻を編集、刊行

した。

②助成者の最終報告については、今年度も前年同様にオンライン動画セッションを開

催することで、発表の機会を設けた。

③ホームページを通じ、当財団基本情報、「発達研究」バックナンバー、「発達検査」 

一覧、研究助成公募要領等の情報を広く公開した。

④（一社）日本発達心理学会と共催の「国際ワークショップ」を共催した。

テーマ：感情（emotions）はいかに定義されるべきか？

不可知論が発達心理学者の選択肢ではない理由 

  日 時： 2024年 8月 3日（土）、4日（日） 

  会 場： お茶の水女子大学 

２． 収益事業 

１）発達検査スケールの販売

当財団開発の下記スケールを販売した。

① 乳幼児発達スケール（ＫＩＤＳ） ②随意運動発達検査

販売予算 850 万円に対し、販売実績 983 万円となった。 

２）乳幼児発達スケールの開発

 国立大学法人東京大学と受託研究契約書を締結し、KIDS 乳幼児発達スケールの開発に着

手した。前年度の初期調査に続き、今年度は改訂作業を委託した。 

◆受託研究契約

契約期間 ：2024 年 4 月 1 日から 2026 年 3 月 31 日まで

研修担当者：遠藤利彦 教授（東京大学大学院教育学研究科）

石井悠 助教授（同上） 

 新屋裕太 特任助教授（同上） 

研究題目 ：KIDS 乳幼児発達スケール改訂に係る改訂作業 

研究内容 ：KIDS 関連研究のレビュー 

  KIDS 利用者へのヒアリング調査 

  KIDS 検査項目の領域決定・内容精査 

改訂版の予備調査・標準化調査・妥当性検証・手引きや検査用紙の作成 



II 庶務の概要 （令和 7 年 3 月 31 日現在） 

１．理事・監事に関する事項 

＜理事＞ ＜監事＞ 

定 数 ： ４名以上８名以内 定 数 ： ２名又は３名 

任 期 ： ２年  任 期 ： ４年 

現在数 ： ７名  現在数 ： ２名 

内訳 [常勤] １名 [非常勤] ６名 内訳 [常勤] ０名  [非常勤] ２名 

氏 名 就任年月日 重任年月日 職 名 

新庄眞帆子 理事長 

常勤 

令和 3 年 1 月 28 日 令和 6 年 6月 11 日 (学）公文学園理事 

新井邦二郎 理事 

非常勤 

平成 26 年 6 月 12 日 令和 6 年 6月 11 日  元東京成徳大学・大学院

学長 

小澤 愼治 理事 

非常勤 

平成 19 年 6 月 11 日 令和 6 年 6月 11 日 慶應義塾大学名誉教授 

恩田  宗 理事 

非常勤 

平成 19 年 6 月 11 日 令和 6 年 6月 11 日 元駐タイ大使 

北尾 健一 理事 

非常勤 

令和 5 年 6 月 12 日 元公文教育研究会 

取締役副社長 

喜多村孝幸 理事 

非常勤 

平成 26 年 6 月 12 日 令和 6 年 6月 11 日  (一社）巨樹の会 五反田リハ

ビリテーション病院 副院長 

古屋  俊彦 理事 

非常勤 

平成 26 年 6 月 12 日 令和 6 年 6月 11 日 元東京電力（株）理事 

ワシントン事務所長

園田 峯生 監事 

非常勤 

平成 22 年 7 月 1 日 令和 4 年 6 月 9 日 弁護士 

近田 直裕 監事 

非常勤 

平成 26 年 6 月 12 日 令和 4 年 6 月 9 日 公認会計士、税理士 



２． 評議員に関する事項 

定 数 ：４名以上８名以内 

任 期 ：４年 

現在数 ：６名 

氏 名 就任年月日 重任年月日 職 名 

飯高 京子 平成 22 年 11 月 1 日 令和 4 年 6 月 9 日 東京学芸大学 名誉教授 

佐伯 信 平成 22 年 11 月 1 日 令和 4 年 6 月 9 日 元公文教育研究会取締役 

澤田 利夫 平成 22 年 11 月 1 日 令和 4 年 6 月 9 日 東京理科大学名誉教授 

新庄 洸 令和 4 年 6 月 9 日 社会福祉法人 弥生会理事 

荘厳 舜哉 平成 22 年 11 月 1 日 令和 4 年 6 月 9 日 保育・子育てアドバイザー 

協会関西 理事長 

村岡 洋一 平成 22 年 11 月 1 日 令和 4 年 6 月 9 日 早稲田大学名誉教授 

３．職員に関する事項 

区 分 専  任  者 他機関との兼任者 合  計 

事務局員 

有給 無給 

3 名  ０名 ０名 3 名 



４．会議に関する事項 

＜理事会＞ 

開 催 年 月 日 議 案 結果 

令和 6 年 5 月 27 日 
第１号議案：令和 5 年度事業報告の件 

第２号議案：令和 5 年度決算の件 

第３号議案：任期満了に伴い評議員会に上申する理事候補者選出 

の件 

第４号議案：個人情報保護規程制定の件 

第５号議案：評議員会招集の件  

可決 

可決 

可決 

可決 

可決 

令和 6 年 6 月 11 日 第１号議案：役付理事選定の件 

第１号報告：理事長の職務執行状況について 

可決 

了承 

令和 6 年 10 月 10 日 第１号報告：令和 6 年度 発達科学研究教育奨励賞受賞者決定の件 

第２号報告：KIDS 乳幼児発達スケール改訂の進捗状況の件 

了承 

了承 

令和 7 年 3 月 7 日 第１号議案：令和 7 年度事業計画の件 

第２号議案：令和 7 年度収支予算、資金調達及び設備投資の件 

第３号議案：選考委員 2 名任期満了につき 2 名推薦の件 

第５号議案：評議員会招集の件 

第１号報告：理事長の職務執行状況について 

第２号報告：KIDS 乳幼児発達スケール改訂の進捗状況の件  

可決 

可決 

可決 

可決 

了承 

了承 

＜評議員会＞ 

開 催 年 月 日 議 案 結果 

令和 6 年 6 月 11 日 第１号議案：令和 5 年度決算の件 

第２号議案：理事任期満了につき選任の件 

第１号報告：令和 5 年度事業報告の件 

第２号報告：個人情報保護規程制定の件  

可決 

可決 

了承 

了承 

令和 6 年 10 月 31 日 第１号報告：令和 6 年度 発達科学研究教育奨励賞受賞者決定の件 

第２号報告：KIDS 乳幼児発達スケール改訂の進捗状況の件 

了承 

了承 

令和 7 年 3 月 7 日 第１号報告：令和 7 年度事業計画の件 

第２号報告：令和 7 年度収支予算、資金調達及び設備投資の件 

第３号報告：選考委員 2 名任期満了につき 2 名推薦の件 

了承 

了承 

了承 

５．登記に関する事項 

変 更 年 月 日 登 記 年 月 日 登 記 事 項 

令和 6 年 6 月 11 日 令和 6 年 6 月 19 日 理事の変更登記 



(単位：円）

科　 　目
増減

Ⅰ　資産の部

　１．流動資産

　現金預金 964,200 8,985,238 △ 8,021,038

　売掛金 685,300 1,188,971 △ 503,671

　商品 1,070,523 1,019,596 50,927

　未収還付消費税 814,328  -  814,328

　流動資産合計 3,534,351 11,193,805 △ 7,659,454

　２．固定資産

(1) 基本財産

投資有価証券 1,053,380,000 1,053,380,000 -  

定期預金 5,000,000 5,000,000 -  

普通預金 4,620,000 4,620,000 -  

基本財産合計 1,063,000,000 1,063,000,000 -  

(2) 特定資産

法人会計準備資金 22,088,736 16,772,304 5,316,432

特定資産合計 22,088,736 16,772,304 5,316,432

(3) その他固定資産

繰延資産 12,672,728 4,400,000 8,272,728  

その他固定資産合計 12,672,728 4,400,000 8,272,728  

固定資産合計 1,097,761,464 1,084,172,304 13,589,160  

資産合計 1,101,295,815 1,095,366,109 5,929,706

Ⅱ　負債の部

　１．流動負債

　未払金 110,000 -  110,000

　未払法人税等 267,600 464,600 △ 197,000

　預り金 82,173 120,542 △ 38,369

　流動負債合計 459,773 585,142 △ 125,369

　２．固定負債

　固定負債合計 -  -  -  

　負債合計 459,773 585,142 △ 125,369

Ⅲ　正味財産の部

　１．指定正味財産

　寄附金 1,047,972,150 1,047,972,150 -  

　指定正味財産運用益 22,088,736 16,772,304  5,316,432

　指定正味財産合計 1,070,060,886 1,064,744,454  5,316,432

　（うち基本財産への充当額） ( 1,047,972,150 ) ( 1,047,972,150 ) -  

　（うち特定資産への充当額） ( 22,088,736 ) ( 16,772,304 ) 5,316,432

　２．一般正味財産 30,775,156 30,036,513 738,643

　（うち基本財産への充当額） ( 15,027,850 ) ( 15,027,850 ) ( -             )

　（うち特定資産への充当額） ( -                ) ( -                ) ( -             )

　正味財産合計 1,100,836,042 1,094,780,967 6,055,075

　負債及び正味財産合計 1,101,295,815 1,095,366,109 5,929,706

当　年　度
令和 7年 3月31日現在

前　年　度
令和 6年 3月31日現在

貸　借　対　照　表
令和 7年 3月31日現在



(単位：円）

科　 　目 公益目的事業会計 収益事業等会計 法人会計 内部取引消去 合　　計

Ⅰ　資産の部

　１．流動資産

　現金預金 △ 8,653,817 357,442 9,260,575 964,200

　売掛金 -  685,300 -  685,300

　商品 -  1,070,523 -  1,070,523

　未収還付消費税 -  -  814,328 814,328

　仮払金 -  -  7,000,000 △ 7,000,000 0

　流動資産合計 △ 8,653,817 2,113,265 17,074,903 △ 7,000,000 3,534,351

　２．固定資産

(1) 基本財産

投資有価証券 526,690,000 -  526,690,000 1,053,380,000

定期預金 2,500,000 -  2,500,000 5,000,000

普通預金 3,310,000 -  1,310,000 4,620,000

基本財産合計 532,500,000 -  530,500,000 -  1,063,000,000

(2) 特定資産

法人会計準備資金 -  22,088,736 22,088,736

特定資産合計 -  -  22,088,736 -  22,088,736

(3) その他固定資産

開発費 -  12,672,728 -  12,672,728

その他固定資産合計 -  12,672,728 -  -  12,672,728

固定資産合計 532,500,000 12,672,728 552,588,736 -  1,097,761,464

資産合計 523,846,183 14,785,993 569,663,639 △ 7,000,000 1,101,295,815

Ⅱ　負債の部

　１．流動負債

　未払金 -  -  110,000 110,000

　未払法人税等 -  -  267,600 267,600

　未払消費税 -  -  -  0

　預り金 4,548 -  77,625 82,173

　仮受金 -  7,000,000  -  △ 7,000,000 0

　流動負債合計 4,548 7,000,000  455,225 △ 7,000,000 459,773

　２．固定負債

　固定負債合計 -  -  -  -  -  

　負債合計 4,548 7,000,000  455,225 △ 7,000,000 459,773

Ⅲ　正味財産の部

　１．指定正味財産

　寄附金 523,986,075 -  523,986,075 1,047,972,150

　指定正味財産運用益 - -  22,088,736 22,088,736

　指定正味財産合計 523,986,075 -  546,074,811 1,070,060,886

　２．一般正味財産 △ 144,440 7,785,993 23,133,603 -  30,775,156

　正味財産合計 523,841,635 7,785,993 569,208,414 -  1,100,836,042

　負債及び正味財産合計 523,846,183 14,785,993 569,663,639 △ 7,000,000 1,101,295,815

貸 借 対 照 表 内 訳 表

令和 7年 3月31日現在



1. 基本財産及び特定資産の明細

2. 引当金の明細

　該当なし。

附 属 明 細 書

　基本財産及び特定資産について、財務諸表の注記に記載をしているため、記載を省略する。



(単位：円）

場所・物量等 使用目的等 金額

（流動資産）

現金預金 手元保管現金 運転資金として 92,774

当座預金　ゆうちょ銀行 運転資金として 871,426

売掛金 KIDS乳幼児発達スケール売上等 収益事業に係る事業収益の売掛分 685,300

商品 KIDS乳幼児発達スケール等の商品棚卸高 収益事業の用に供している。 1,070,523

未収還付消費税 814,328

3,534,351

（固定資産）

基本財産 投資有価証券 国債　第8回利付国債（40年）
運用益を公益目的事業及び管理運営業務の財源として
使用している。 97,680,000

社債　第3回ソフトバンク㈱無担保社債
運用益を公益目的事業及び管理運営業務の財源として
使用している。 106,000,000

外国債券 シルフリミテッド シリーズ50157
運用益を公益目的事業及び管理運営業務の財源として
使用している。 50,000,000

外国債券 ノムラヨーロッパファイナンスエヌブイ NO.42186
運用益を公益目的事業及び管理運営業務の財源として
使用している。 100,000,000

外国債券　ﾊﾚ ｶｲﾘﾐﾃｯﾄﾞ ｼﾘｰｽﾞ 80050
運用益を公益目的事業及び管理運営業務の財源として
使用している。 99,700,000

外国債券 ﾉﾑﾗｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾌｧｲﾅﾝｽ NO.80591
運用益を公益目的事業及び管理運営業務の財源として
使用している。 100,000,000

外国債券 ﾉﾑﾗﾖｰﾛｯﾊﾟﾌｧｲﾅﾝｽｴﾇﾌﾞｲ NO.58839
運用益を公益目的事業及び管理運営業務の財源として
使用している。 100,000,000

外国債券 ﾉﾑﾗﾖｰﾛｯﾊﾟﾌｧｲﾅﾝｽｴﾇﾌﾞｲ NO.58846
運用益を公益目的事業及び管理運営業務の財源として
使用している。 100,000,000

外国債券 ﾉﾑﾗﾖｰﾛｯﾊﾟﾌｧｲﾅﾝｽｴﾇﾌﾞｲ NO.59178
運用益を公益目的事業及び管理運営業務の財源として
使用している。 100,000,000

外国債券 ﾉﾑﾗｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾌｧｲﾅﾝｽ NO.80426
運用益を公益目的事業及び管理運営業務の財源として
使用している。 100,000,000

外国債券 ﾉﾑﾗﾖｰﾛｯﾊﾟﾌｧｲﾅﾝｽｴﾇﾌﾞｲ NO.52869
運用益を公益目的事業及び管理運営業務の財源として
使用している。 100,000,000

定期預金 定期預金　みずほ銀行　市ヶ谷支店
運用益を公益目的事業及び管理運営業務の財源として
使用している。 5,000,000

普通預金 普通預金　三菱東京ＵＦＪ銀行 麹町支店
運用益を公益目的事業及び管理運営業務の財源として
使用している。 300,000

普通預金 普通預金　みずほ銀行 市ヶ谷支店
運用益を公益目的事業及び管理運営業務の財源として
使用している。 4,320,000

特定資産 法人会計準備資金 普通預金　みずほ銀行 市ヶ谷支店 法人会計の財源として使用している。 14,662,584

普通預金　三菱東京ＵＦＪ銀行 麹町支店 法人会計の財源として使用している。 4,302,438

普通預金　りそな銀行 新都心営業部 法人会計の財源として使用している。 859,390

普通預金　ゆうちょ銀行　 法人会計の財源として使用している。 1,645,104

当座預金　ゆうちょ銀行 法人会計の財源として使用している。 619,220

その他固定資産 繰延資産 開発費　KIDS改定費用
公益目的事業を行うために必要な収益事業等の活動の
用に供する資産 12,672,728

1,097,761,464

1,101,295,815

（流動負債）

未払金 未払費用等 110,000

未払法人税等 法人税、住民税及び事業税 267,600

預り金 給与・報酬等に係る源泉所得税 82,173

459,773

459,773

1,100,836,042

令和 7年 3月31日現在

貸借対照表科目

　流動資産合計

　固定資産合計

　流動負債合計

財　産　目　録

　固定負債合計

　資産合計

　負債合計

　正味財産



公益目的保有財産の明細

その他の公益目的保有財産 金額

基本財産 投資有価証券 国債　第8回利付国債（40年） 48,840,000

社債　第3回ソフトバンク㈱無担保社債 53,000,000

外国債券 シルフリミテッド シリーズ50157 25,000,000

外国債券 ノムラヨーロッパファイナンスエヌブイ NO.42186 50,000,000

外国債券　ﾊﾚ ｶｲﾘﾐﾃｯﾄﾞ ｼﾘｰｽﾞ 80050 49,850,000

外国債券 ﾉﾑﾗｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾌｧｲﾅﾝｽ NO.80591 50,000,000

外国債券 ﾉﾑﾗﾖｰﾛｯﾊﾟﾌｧｲﾅﾝｽｴﾇﾌﾞｲ NO.58839 50,000,000

外国債券 ﾉﾑﾗﾖｰﾛｯﾊﾟﾌｧｲﾅﾝｽｴﾇﾌﾞｲ NO.58846 50,000,000

外国債券 ﾉﾑﾗﾖｰﾛｯﾊﾟﾌｧｲﾅﾝｽｴﾇﾌﾞｲ NO.59178 50,000,000

外国債券 ﾉﾑﾗｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾌｧｲﾅﾝｽ NO.80426 50,000,000

外国債券 ﾉﾑﾗﾖｰﾛｯﾊﾟﾌｧｲﾅﾝｽｴﾇﾌﾞｲ NO.52869 50,000,000

定期預金 定期預金　みずほ銀行　市ヶ谷支店 2,500,000

普通預金 普通預金　三菱東京ＵＦＪ銀行 麹町支店 150,000

普通預金 普通預金　みずほ銀行 市ヶ谷支店 3,160,000

532,500,000合計

財産種別



監 査 幸艮
牛
にコ

事
戸

令和7年5月15日

公益財団法人 発達科学研究教育センタ ー

理事長 新庄 慎帆子 殿

公益財団法人 発達科学研究教育センター

監事 立田

私は、 令和6年4月1日から令和7年3月3 1日までの事業年度における

会計及び業務の監査を行い、 次のとおり報告する。

1. 監査の方法及びその内容

(1)会計監査について、 帳簿及び関係書類の閲覧など必要と思われる監査手続を

用いて、 計算書類（貸借対照表及び正味財産増減計算書）及びその付属明網書

並びに財産目録の正確性を検討した。

(2)業務監査について、 理事会及びその他の会議に出席し、 理事及び使用人等か

ら業務の報告を聴取し、 関係書類の閲覧など必要と思われる監査手段を用いて

業務執行の妥当性を検討した。

2. 監査意見

(1)計算書類及びその付属明細書並びに財産目録は、 法人の財産及び損益の

状況をすべての重要な点において適正に示しているものと認める。

(2)事業報告及びその付属明細書は、 法令又は定款に従い、 法人の状況を正しく

示しているものと認める。

(3)理事の職務遂行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な

事実はないと認める。

以 上

室伏 由佳
長方形



監 査 幸艮

公益財団法人 発達科学研究教育センタ ー

理事長 新庄慎帆子殿

告 書

令和7年5月15日

公益財団法人 発達科学研究教育センタ ー

監甕｛員 ¢ 『
私は、令和6年4月1日から令和7年3月3 1日までの事業年度における

会計及び業務の監査を行い、次のとおり報告する。

1.監査の方法及びその内容
(1)会計監査について、帳簿及び関係書類の閲覧など必要と思われる監査手続を

用いて、計算書類（貸借対照表及び正味財産増減計算書）及びその付属明細書
並びに財産目録の正確性を検討した。

(2)業務監査について、理事会及びその他の会議に出席し、理事及び使用人等か
ら業務の報告を聴取し、関係書類の閲覧など必要と思われる監査手段を用いて
業務執行の妥当性を検討した。

2.監査意見
(1)計算書類及びその付属明細書並びに財産目録は、法人の財産及び損益の

状況をすべての重要な点において適正に示しているものと認める。
(2)事業報告及びその付属明細書は、法令又は定款に従い、法人の状況を正しく

示しているものと認める。
(3)理事の職務遂行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な

事実はないと認める。

以上

室伏 由佳
長方形




